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Abstract 
 
The article tries to identify the patterns of industrialization of latecomers in Southeast Asia, i.e., Thailand, in 
comparison with advanced countries, such as, Japan and South Korea in Asia. The article concludes that the 
pattern of Thailand’s’ industrialization as the latest latecomer differs from those of other advanced countries, such 
as Japan and South Korea. This is due to the impact of globalization, particularly, free trade and foreign direct 
investment in these countries by transnational corporations (TNCs) in the end of the 20th century and early 21st 
century. These differences may drive the industrial development of the latecomers (direction and limitation), 
different from those of advanced countries. 
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1. はじめに 
アジアにとっての近代化とは，欧米先進国の思想や技術，制度の吸収過程と言える。なぜならば，
近代という概念は，欧米先進国で作られ発展してきたからである1。そして，アジアにおいての工業化
とは，経済領域の近代化を意味し，先発した欧米に追いつく過程ということになる。つまり，今日，
近代化・工業化を進めるアジア諸国とは，先行する欧米先進国に追随する後発者であると言える。そ
れでは，日本の場合はどのようにキャッチアップできたのか，またアジア諸国は近い将来に先行した
欧米諸国に追いつくことができるのだろうかということが問題意識としてあげられる。 
東南アジアの後発工業国は，過去数十年間に急速な経済発展をとげている。例えば，シンガポール
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は先進工業国となり，マレーシアやタイ，そして移行経済に取り組むベトナムも工業化を推進してい
る。今後の東南アジアでは，アジアの先進工業国である日本や韓国に追いつき，次々と先進工業国が
誕生することが期待されている。しかし，「中所得国の罠」として議論されているように，近年の東南
アジア諸国では経済成長の速度の鈍化や停滞も見られている。したがって，これら東南アジアの後発
工業国の工業化のパターンと構造は，同じアジアにありながら工業化に先行した日本や韓国などが経
験した先進工業国とは何かが違うのではないかというのが本論文の中心命題である。 
本論文では，後発工業国の工業化のパターンについての先行研究をレビューするとともに，東南ア
ジアの後発工業国であるタイを中心に，同じアジアの後発工業国であったが現在では先進工業国とな
っている日本と韓国との工業化のパターンの共通点と差異について考察する。分析方法としては，後
発工業国の工業化のパターンについての先行研究を整理するとともに，開発主義やキャッチアップ型
としての後発工業国によるリバースエンジニアリング2，およびグローバル化が進む中での外国投資や
貿易の自国産業へのインパクトについての考察を行っている。 
その結論として，日本や韓国，タイの工業化のパターンと構造はそれぞれ異なっていることがわか
った。特に，工業化の主体が日本と韓国では自国企業が中心になったのに対し，タイでは自国企業よ
りも外資企業が主導である。また，最後発であるタイがグローバル経済の影響を最も受けており，貿
易依存度の高さと政府の産業政策における関与が限定的になるとともに，自国企業の技術確立とリバ
ースエンジニアリングが未達成のままに輸入代替から輸出型工業化に産業構造が変化しているなど，
工業化のタイミングとシークエンス（順序）の差異が見られている。これらの 3 国の違いが，今後の
アジアの経済発展に対して，どのように影響されるのかは今後，検討すべき課題である。 
分析対象については，統計資料の入手が比較的容易で人口規模がある程度ある東南アジアのタイを
中心にして，過去においてアジアの後発工業国であった日本と韓国との比較研究としている。東南ア
ジアの中からタイを対象としたのは，例えば自動車産業においてはアジアのデトロイトとも呼ばれる
ほどに工業化に成功していると考えられており，タイが東南アジアの典型的な後発工業国でもあるか
らである。具体的な手法としては，量的分析よりも質的分析を中心と歴史的経緯に加えて，政治や経
済の両面から工業化について分析する。また，研究対象期間は，韓国とタイについては国民経済形成
を始めた第二次世界大戦後以降の 2015 年まで，日本については近代化が始まった 1870 年代からとし
ている。なお，分析対象データについては，各国統計や歴史地域研究などを活用している。 
 
2. 後発工業国にとっての工業化 
本節では，後発工業国にとっての工業化の特徴として，多くの研究者が指摘するイデオロギーとし
ての開発主義と後発優位，グローバル化の進む時代での工業化の 3 つの特徴に注目するとともに，先
行研究を整理しながら本論文の枠組みを示すこととする。 
 
 東南アジアにおける後発工業国の発展パターンに関する一考察 73 
 
2.1. イデオロギーとしての開発主義 
ロシア人で第二次世界大戦前にアメリカに移り，戦後，研究活動を行った経済史家のアレクサンダ
ー・ガーシェンクロン（Alexander Gerschenkron）は，「工業化がその中で進展した知的環境，すなわち
「精神」あるいは「イデオロギー」は，先進諸国と後進諸国とでは著しく異なっていた。」ことを示し
ている3。欧米の後発国，例えばフランスでは，サン・シモン主義4などが主導し，後発者が先発者に
キャッチアップするためのエネルギーとなったのである。 
同様に，開発主義は第二次世界大戦後に植民地から独立を果たし国民国家形成を進めていたアジア
の後発工業国では，さらに強力な形で発生している。末廣は，開発主義を「個人や家族あるいは地域
社会ではなく，国家や民族の利害を最優先させ，国の特定目標，具体的には工業化を通じた経済成長
による国力の強化を実現するために，物的人的資源の集中的動員と管理を行う方法」5と定義している。
また，「開発主義を支える基本要件としては，(A)後発国が先進国にキャッチアップすることを目的と
し，上からの工業化を推進するために政府が積極的に経済に介入すること，(B)国内外の政治危機，と
りわけ冷戦体制以降の政治危機に対処するために，国家が危機管理体制（権力の集中と抑圧的政治体
制の構築）をとること。」この 2 つが結びついて「開発主義」が成立するとしている。 
しかし，この点については，欧米との違いがいくつかあると考えられる。つまり，アジアの多くの
国々は国民国家形成前に植民地化されたため，工業化だけが国家・国民の目標ではなく，新興の国民
国家建設こそが開発主義の目指すものであり存在条件でもある。また，東南アジアでは，インドネシ
アのスカルノ（Sukarno），スハルト（Suharto）の他にシンガポールのリークワンユ （ーLee Kuan Yew），
フィリピンのマルコス（Marcos），タイのサリット（Sarit）やタノーム（Thanom），マレーシアのラー
マン（Rahman）やマハティール（Mahathir）など，独立後にエリートによる上からの国民統合と国家
建設が進んでいる。逆説的には，経済成長のみが開発独裁に正当性を与え得ることとなった。このよ
うに開発独裁は、非ヨーロッパのアジアの国々が後発者として近代化に取り込み，工業化を行う際の
必然とも言える現象である6。 
そして，開発主義は，独立間もないアジア諸国のリーダーによって，イデオロギーとして浸透拡大
されることになるのである。まず，独立を果たした政治リーダーが，国民に対して約束したものが，
安全と豊かさである。植民地時代との違いを示すためには，国民が経済成長を享受することが，開発
独裁政権の正統性の確保となる。したがって，開発独裁国家では，開発主義を国民国家建設やナショ
ナリズムと融合させて，推し進めることになる。もちろん，冷戦下での秩序ある国家運営を求めた西
側諸国の支援・期待によって，そのバランスの中で開発独裁体制が維持発展したという指摘もある7。 
また，末廣は，アジアでの開発主義の特徴として，分配による共栄を図る共産主義とは違い私的所
有制度には手をつけなかった点，独立新興国に起こりがちな自国経済・企業を優遇する下からの抵抗
である「経済ナショナリズム」ではなく国民統合を優先した上からの「政治ナショナリズム」を土台
とした開発主義（イデオロギー）がアジアの主流であると分析している8。腐敗した個人独裁者が抑圧
的な政治を行うために開発主義を利用したという事実は存在する。しかし，開発独裁体制は，アジア
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諸国の多く国で長期に成立しており，個人独裁者の支配という側面だけに注目すべきことではない。 
つまり，開発主義は，冷戦下における新興・後発独立工業国にとって工業化を推進する上で，最適
なイデオロギーなのである。したがって，開発主義イデオロギーに支えられての開発独裁体制は，後
発工業国にとって工業化を推し進めるための最適な政治経済体制であったと考えられるべきである。
後述の通り，グローバル化の進む厳しい環境下において, 先発工業国が行ったような自国企業や銀行
などの民間部門ではなく，今日の後発国にとっては国家のみが唯一，自国の経済と産業の後ろ盾とし
ての役割を担うことができる環境下に置かれていたことも重要な理由である。これらの点から、第 3
節では，後発工業国における開発主義のあり方を日本と韓国，そしてタイで検証する。 
 
2.2. 後発優位とキャッチアップ型工業化のメカニズム 
2.2.1. 後発優位 
ガーシェンクロンは，後発工業国の工業化が先発した工業国よりも効率的にかつ短時間で行われた
ことも示している9。ガーシェンクロンは，18 世紀末から 19 世紀初めに先行して工業化を進めたイギ
リス，19 世紀中葉に後発工業国として追随したフランスとドイツ，そして，さらに後発として 19 世
紀末から 20 世紀初めに工業化を開始しようとしたロシアの事例を中心に，経済や社会，政治の変革の
歴史を描写，分析している。そこでは，ドイツなど，当時，相対的に後進の工業国では，イギリスな
どの先発工業国が開発した技術を自らの能力と時間をかけずして，すぐに「借用技術」として使うこ
とができるため，後発工業国には優位性が発生していることを示している10。 
これらに加えて，「より進んだ諸国は，惰性のためか，あるいは大規模な投資計画につきものの犠
牲を避けるためか，どちらかの理由で，製造工場の継続的な近代化を遂行することによりためらいが
ちである。」11と指摘しており，先発工業国は初期に開発された古い技術を使い続ける傾向があるが，
後発工業国は最新の技術を短時に，かつ効率的に工業化の初期の段階から取り入れることができるた
めに，後発工業国には単なるキャッチアップ以上の後発優位があると考えられる。 
また，最先発であったイギリスが紡績などの軽工業から順次時間をかけて，重化学工業へと産業を
移行したのに対して，後発であったドイツやロシアでは軽工業にはそれほどの期間を経ずに，最新の
技術進歩によって急速に発展が可能な重化学工業の促進に短期間のうちに集中する傾向も示し，後発
工業国はキャッチアップを可能にすることができたのである。 
一方，「後発国の発展は，まさにその後発性のゆえに，先発国の発展とは根本的に異なる傾向があ
るかもしれない。」12と指摘しており，社会や政治の発展度合いの差からも，先発と後発工業国では，
単に借用技術による工業化期間の短縮だけでなく，工業化そのものの軌跡も違うであろうことを示唆
している。例えば，工業化における金融機関の役割である。他国に先行して工業化が進んでいたイギ
リスでは，既に利益の上がっていた貿易や農業からの資本と商工業者自身の事業収益を元に自ら資金
調達をする傾向が強いとともに，銀行は工業化のための長期的な投資には関心がなかったのである。 
他方，イギリスに対して後発工業国のフランスでは，ナポレオン 3 世の時代に工業銀行が発展し，
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工業化の原資は工業銀行が用意している。また，ドイツの銀行は，工業化の中でも特に重化学部門へ
の融資を中心としたため、ドイツでは工業化への資金提供が可能となっている。さらに，後発のロシ
アにおいては，国家自身が金融支援の役割を担い，国家主導で工業化を行なったとし，後発工業国毎
に工業化の牽引者の違いを示している。 
経済史として，大きな流れを示したガーシェンクロンの後発工業国キャッチアップ型工業化論を受
けて，末廣は『キャッチアップ型工業化論』において，「遅れて工業化に乗り出した国，つまり後発国
（Late Comer），後発工業国（Late-Starting Industrializer）がとろうとする，そしてとらざるをえない工
業化のパターンが，「キャッチアップ型工業化」」であると定義し，キャッチアップ型工業化をタイな
どのアジアの後発工業国の共通課題として捉えている13。このように，後発工業国には後発性優位が
あると考えられている。 
2.2.2. アジアのキャッチアップ工業化 
後発工業国によるキャッチアップのメカニズムについて，明治期からの日本の経済発展を研究した
大川は，日本の成長を 5 段階に分けて分析している14。5 段階成長では，①伝統産品輸出の時期，②軽
工業品の輸入代替を行う第一次輸入代替期，③伝統産品の輸出に代わって軽工業品輸出が主流となる
第一次輸出代替期，④生産財や耐用消費財などの重工業品の輸入代替の第二次輸入代替期を経て，⑤
軽工業輸出に代わって重工業輸出が主流となる第二次輸出代替期へとの変遷を指摘し，これらがアジ
アの国々にも当てはまることを分析している。 
また，南は，後発工業国が先進工業国になれるかどうかの境目を，技術導入の類型によって分析し
ている15。南は，大川の 5 段階発展論を補強する形で，生産財・生産機械の輸入代替から輸出代替へ
の変遷を重要視している。つまり，初期には生産機械を輸入，自国技術として吸収し，自国生産を経
て輸出することができるまでの変遷を一般的な軽工業から重化学工業への変遷以上に重要視している。
リバースエンジニアリングの重要性を説き，自国技術による生産機械の製造が可能になった段階で，
初めて先進工業国となれることを日本の繊維・織機生産の発展事例で分析している16。 
さらに，末廣は，米国と日本，アジアによるカラーテレビの生産・輸出の変遷によるキャッチアッ
プ型工業化を赤松要の『雁行型工業化論』の実例として説明している17。加えて，プロダクトサイク
ル18と国際分業体制の関係をも提示している。ガーシェンクロンは単に後発工業国がいかに先発工業
国に追いつくかを経済史的に描写したが，末廣は国際分業とプロダクトサイクルがテレビの生産にお
いて実際起こっていることを分析し，以下の重要な違いを指摘している19。つまり，日本が米国に追
いつくだけでなく，追い越してしまう「飛びこえ」が発生することがあること，国際分業と言っても
実は多国籍企業が後発国で操業しているだけの場合もあること，多国籍企業が国をまたいで競争力を
維持・発展させることが今日の工業化の実態であることとした点は，現代アジア諸国の工業化を考え
る際に重要な指摘である。 
一方，アジア，特に東・東南アジア各国の経済成長を分析する研究者の共通認識としては，第二次
世界大戦後に植民地から独立したばかりの国家・国民の間には強力な経済ナショナリズムがあり，外
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国経済・企業の支配を逃れながら経済成長を試みる輸入代替政策が主流であったということである20。
外国企業がその国の市場に参入する場合，現地で合弁業を設立し，地元企業による輸入販売が課せら
れたのである。しかし，多くの国々では，70 年代のラテンアメリカ同様，経済成長の兆しが見られな
い。その理由は，産業の基礎が脆弱な後発工業国では自国で生産供給できるものが著しく少なく，か
つ，経済水準が低く購買力も小さく 1 カ国経済では，多国籍企業の誘致と自国工業の確立のための規
模の経済が働かなかったためと考えられている。アジア各国は，60 年代から徐々に輸入代替政策の限
界が見られ，輸出志向への政策転換を行い，特に 85 年のプラザ合意による為替の変化はインパクトを
与えている。また，80 年代に台湾で確立された輸出専用工業団地モデルは，関税手続きの簡素化と物
流を一体化することで外資企業は容易に工場進出が可能で，一気に東南アジアに広がっていった。 
国際貿易がより進んだ理由としては，船舶やコンテナなどの物流技術とネットワークの深化もあげ
られる。安く豊富な労働力を擁するアジアに先進工業国から製造業拠点が移転し，それに呼応するよ
うに各国では輸出加工区や外国投資受け入れの制度を整えたのである。輸出志向型工業化への政策変
更が，アジアの経済成長に大きな影響を与えたことは，研究者間での共通認識である21。そして，そ
の背景には，グローバルに起こる貿易・投資の自由化と急激な多国籍企業の発展であり，それらを思
想的にも政策的にも後押ししたのが，新古典派経済学的アプローチをとった 80 年代からのレーガノミ
ックスであり，サッチャーリズムである。 
このように，後発工業国にとっての工業化とは，先発国の技術や経験を活用する後発優位を発揮し
つつ，輸入代替型経済への取り組みを経て，自国の技術力が蓄積された段階でその製品を輸出する輸
出代替型経済へと移行していくメカニズムがあると考えられている。 
 
2.3. 工業化の推進主体とグローバル経済 
金泳鎬は『東アジア工業化と世界資本主義』において，後発工業国が直面する近年急速に進むグロ
ーバル経済化による外部環境により注目し，ガーシェンクロンが示した後発優位に対し，後発不利の
存在を主張している22。また，20 世紀の巨大多国籍企業の誕生と拡大により，今日の後発工業国にと
っては，良い面と悪い面を含めグローバル経済こそが最も重要な外部環境であることを指摘している。
つまり，近年の後発工業国の経済成長では，古典的に議論されてきた内部環境であるキャッチアップ
型工業化と近年顕著化する外部環境であるグローバル経済が密接に結びついており，両者およびその
関係を分析する重要性を示している。特に，グローバル化が進んだ 1980 年代に工業化を加速化させつ
つあった韓国を取り上げ，後発工業国として，先発工業国との違いを示している。 
金は「今日のアジアの新しい工業化の波を工業化の世界史における第 4 世代工業化として位置付け，
主に韓国・台湾の経験分析を通じて，工業化の東アジア的再生・再創出のパターンとその背後のメカ
ニズムを明らかにする」23ために，表 1 に示す類型化を行なっている24。 
類型化では，第 1 の特徴に，市民革命，工業化，帝国主義という 3 のカテゴリーのシンークエンス
を示している。例えば，イギリスでは，市民革命が先行し，その結果工業化が進み帝国主義国家とな
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っている。第 2 世代のフランンスやドイツでは，市民社会が先行し，その後工業化と帝国主義が併行
している。第 3 世代であるイタリアや日本などでは工業化と帝国主義が先行し，市民革命が不徹底的
に後行するパターンであり，この世代までは帝国主義国家として振る舞った時代，つまり植民地支配
の時代に，工業化の基礎がなされている。一方，その後に工業化に取り組んだ国々は，歴史的に帝国
主義の犠牲となり被植民地となっている。第 4 世代工業化（韓国と台湾）は，20 世紀後半に工業化が
始動し，植民地から独立した開発主義のもと，工業化を達成しようとしているという分析である。 
第 2 の特徴として，工業化を担う推進主体を比較分析している。第 1 世代（英国）では，市民革命
を果たした民間ブルジョアジーが経済的に上昇した形で民間企業・中小企業が中心となっている。ま
た，第 2 世代（フランスやドイツなど）では，銀行が大きな役割を発揮して，地場の民間企業・大企
業が主体となっている。そして，第 3 世代（ロシアや日本など）では，国家が役割を果たした後に銀
行が登場し，最後に民族資本による大企業が工業化を達成したと分析している。金は，ガーシェンク
ロンの分析を第 1 から第 3 世代へと類型化し，ガーシェンクロンが論じなかった韓国や台湾など 20
世紀後半に台頭する国と地域を第 4 世代と類型化したのである。その上で，アジアは，植民地化によ
り基本的に民族資本産業が破壊されてしまった初期条件のもとで，自国産業の保護貿易政策が制限さ
れ，外国投資の受け入れが徐々に自由化され，グローバル経済が活発化する 20 世紀後半に工業化が始
まったため，国家と外国資本が結合する工業化のパターンがみられたと論じている。また，工業化の
推進者として，韓国や台湾などの非ヨーロッパ後発地域では，国家に加えて自国民間企業よりも外国
資本が中心的役割を担い工業化を牽引する主体として分析されており，これは末廣がタイのケースで
示した鼎構造と同じである25。 
 
表１ 工業化の諸世代とその基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：金泳鎬（1988）『東アジア工業化と世界資本主義：第４世代工業化論』p.18。 
 
3. 日本・韓国・タイの検証 
本章では，前述の開発主義，キャッチアップ型工業化を可能とした後発優位と輸入代替から輸出型
工業への移行のタイミング，そして外国投資・貿易の拡大を含むグローバル経済化での工業化主体の
区分 第１世代工業化 第２世代工業化 第３世代工業化 第４世代工業化
18世紀末～ 19世紀末～
19世紀初め 20世紀初め
ヨーロッパ先発地域
イギリス
(3)政治経済的条件
市民革命先行—工業化—帝国主
義化
市民革命先行—工業化と帝国主
義並行
工業化と帝国主義併行—市民革
命の払底な後行
帝国主義世界体制下の工業化—
不徹底な市民革命後行
民間企業 銀行 国家 国家
（中小企業中心） 民間企業 民間大企業 外資
（大企業中心） 民間大企業
(5)世界システム的条件 コア型 セミ・コア型 半周辺型 周辺型
(6)先発・後発国間の国
際分業の形態
消費財工業—第１次産業
消費財工業・生産財工業—第1次
産業・消費財工業
消費財工業・生産財工業・耐久
消費財—第１次産業・消費財工
業
消費財工業・生産財工業・耐久
消費財・高度技術—消費財工業・
生産材工業、耐久消費財
第1次コンドラチェフ・サイクル 第2次コンドラチェフ・サイクル 第３次コンドラチェフ・サイクル 第4次コンドラチェフ・サイクル
（1790年から1844年〜51年まで）
（1844から51年から1890年〜96
年まで）
（1890〜96年から1948年まで） （1948年から現在進行中）
(4)推進主体
(7)長波局面
(1)時期 19世紀中葉 20世紀後半期
(2)地域および国名
ヨーロッパ中進地域、フランス、ド
イツ、アメリカ
ヨーロッパ後発地域、非ヨーロッ
パ先発地域、イタリア、ロシア、日
本
非ヨーロッパ後発地域、台湾、韓
国、中国など
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特徴の 3 点を中心に，日本と韓国の事例を分析し，タイにどうあてはまるかについてそれぞれ検証す
る。同じアジアの国であり，近代化という大きな流れの中で工業化を推進し，かつては後発工業国で
今日の先進工業国（金の分類では第三世代）の日本と少し遅れて工業化を果たした（同第四世代の）
韓国をベンチマークとし、金の分析対象外で最後発として工業化を推進しているタイの事例を分析す
ることで、工業化のパターンと構造の共通点や相違点を検証する。 
 
3.1. 開発主義の位置付け 
3.1.1. 日本の場合 
日本における近代化と工業化は，明治維新によって始まる。武士を中心とした徳川幕藩体制は，ア
メリカとともにヨーロッパ列強による日本への開国要求によって揺るぎ出し，下級武士を中心とした
改革勢力が徳川幕府を倒し，天皇を中心とした明治政府を樹立している。富永による分析の通り，日
本の近代化は，非ヨーロッパとしての西欧近代の吸収である26。明治政府では，包括的な富国強兵政
策を推進し，経済分野では殖産興業の名のもと，民間資本と政府資本の協調が行われている。政府の
中心的役割は，近代的な欧米の技術を導入し，外債をもって資金調達を行い，市場の失敗としてのイ
ンフラ整備と人材育成に注力している27。産業政策として，例えば，日清戦争の賠償金を元にした官
営製鉄所や政府による資金調達で設立された富岡製糸場などに代表されるモデル工場を設立し，お雇
い外国人と言われた外国人技師を雇うことで，技術の吸収を助けたのである。一方，政府が行った明
治初期の産業政策は，実はそれほど成果を上げることができずに，関税政策も含めさしたる産業政策
は無かったといいう分析もある28。また，日本は，植民地化されずに近代国家を建設できる幸運に恵
まれたと同時に，台湾と朝鮮を自らの植民地として経営し，帝国主義国家となる29。 
明治期の国是は「富国強兵」と「殖産興業」であり，軍事力強化と経済発展こそが日本の生き延び
る道であるとのスローガンのもと，開発主義政治を行ったのである。一方，明治期の大久保や伊藤，
山縣，桂などは開発主義を志向しているが，天皇制や民主主義運動の活発化もあり，現代アジアの開
発独裁者に見られるような政治経済権力の独占をしたわけではない。大正・昭和初期には選挙による
政党政治も台頭し，ある程度の権力移行が政治制度の中で行われている。他方，日本の開発主義は，
昭和期には国家統制という意味では軍国主義へと移っている。ここで重要なのは，戦後の池田・佐藤
内閣にも当てはまるが，日本の開発主義も軍国主義も政治家個人や軍人にではなく，政府・官僚によ
って集団的になされた面が強いと言える。戦後においても、革新官僚と言われる国家主義的で，国民
統制を志向するエリート官僚が確立した戦前・戦中の統制経済体制が主体となっている30。日本で行
われた経済合理性を主眼とした国家統制による戦後復興にかかる産業・金融政策は，戦中に確立した
「1940 年体制」のもとで行われ, 高度成長期の 60 年代中盤まで開発主義的政策が続いたと考えられる。 
3.1.2. 韓国の場合 
韓国は，李氏朝鮮時代，日本と中国の勢力下からの独立を果たすことに失敗し，1910 年に日本併合
される。日本支配の期間中は，強力に同化政策が勧められたが，満州に隣接する朝鮮半島北部の工業
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化が日本資本で行われている31。この時代，基本的には自立経済政策はなく，日本の植民地として日
本の都合での政策が行われたのである。その結果，第二次大戦前の朝鮮半島は近代化を日本経由で行
った地域に過ぎなかった。独立後，朝鮮戦争を経て，本格的に工業化を志向したのが朴正煕政権（61
年〜79 年）と全斗煥政権（79 年〜87 年）である32。特に，朴政権では，経済企画院を設立し予算・決
算権を全て集中させ，国家資源を総動員するとともに政治権力の独占を図った点で典型的な開発独裁
型政権であったと言える。 
その間の民主化は極力抑えられ，日本からの独立後も朝鮮戦争という危機に直面し，政治・経済的
ナショナリズムが追求された。1973 年からの工業化戦略では「外資導入委員会」を設置するなど約 20
年間に渡り，韓国の開発主義下での経済発展によって独裁体制が正当化された。工業化の手法として
は，外国資本との合弁企業もしくは外資誘致を行った民族資本財閥を推進者の中心と位置付けた工業
化である。この時代が韓国の開発主義の全盛期であり，その後の盧泰愚（88 年〜92 年），金泳三（93
年〜98 年），金大中（98 年〜2005 年）を経て，国内の民主化が定着し，今日に至る33。 
3.1.3. タイの場合 
東南アジア諸国の多くが植民地となる中，タイ34は英仏列強の緩衝地帯としての地政学的地位を発
揮し独立の維持に成功している。一方，タイは植民地化を逃れたものの英仏両国からの圧力により，
領土の一部を失い35，不平等条約36を結ばされている。これら列強からの圧力と開国による西洋文化流
入への反作用として，1930 年代には「タイ人」としてのナショナリズムが叫ばれることとなり，1938
年に国名をシャムからタイへと変更している。外国勢力に対抗しながらナショナリズムが増醸されて
いったと言えるが，これをもってタイの開発主義が生まれたとは考えにくい。 
もちろん，独立を維持することができたことは，後の政治経済発展において大きな優位点である。
例えば，ピブーン（Pibulsonggram）は，第二次世界大戦中に日本の調停を活用し，一部失地回復も果
たしている。戦後に復帰したピブーンは，明確に米国従属，反共姿勢を示し欧米の支持を受けて内外
での正当性を保っている。1959 年には，サリットがクーデターにより権力を掌握すると「タイ式民主
主義」を推し進めると同時に，「民族，仏教，国王」の国是（ラークタイ）を基礎とし国王の意をうけ
た政治を行うスタイルを確立する。サリットは，「下からのナショナリズム（民族主義）」ではなく，
「上からのナショナリズム（国民主義）」37を志向し，他の東南アジア諸国と同様，エリートによる国
作りを行うとともに，経済発展を国民への約束とする開発主義を明確に示している。サリット政権は，
1959 年に国家経済委員会を設立し，国家開発計画を策定した東南アジアに多い開発主義を掲げた独裁
体制として捉えることができる。 
一方，サリットの産業政策の特徴としては，国営企業重視ではなく民族資本や外国資本への支援，
門戸開放が挙げられる。サリットの後継となったタノームも基本的に同じ立ち位置をとっている。韓
国の朴政権に比べると，タイの政治・経済ナショナリズムは弱く，外国勢への受動的な対応も多かっ
たと言える。また，日本の開発体制に近く，政治的経済的統制では個人独裁の色彩が韓国よりも弱か
ったと考えられる。 
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その後，国民からの民主化の要求により，軍人から文民への選挙による政権移行が行われたが，い
くつかのクーデターの後，プレーム（Prem）陸軍司令官が権力を掌握し，1980 年から 1988 年まで首
相として国を率いている。プレームは「半分の民主主義」38と言われる様に，軍の力を権力の源泉と
するのではなく，国王の意向を尊重し，拡大しつつある中間層市民にも対応した，議会制民主主義の
原則を重視する調整型の政治運営を行なっている。政治勢力とともに，多くの国家開発計画を民間や
官僚を交えた政官民で作成するなど，調整を重視した姿勢をとっている。 
そして，徐々に民主化が進み 1988 年には文民のチャチャイ（Chatichai）首相政権が誕生する一方で，
タイの民主主義は大変脆く，汚職批判の中，スチンダー（Suchinda）陸軍司令官によるクーデターが
起こる。その後の民主主義勢力によるスチンダー首相辞任要求の集会とその弾圧により，数十人の死
者を出す「5 月の暴虐」と呼ばれ事件が 1992 年に発生する。国家・国体の危機と考えた王室とそれを
望む国民の期待により，プミポン（Bhumibol）国王が事態の沈静化のために動き出し，国王の前で跪
拝するスチンダー首相の映像が国内外に配信される。これをもって，タイでの国王の権威が国に内外
で再確認されている。 
2001 年には，CEO（Chief Executive Officer）型指導者と言われ，「タクシノミックス」と言われる経
済政策を指導するタクシン（Thaksin）首相が選挙により誕生したが，反対派によるクーデターを経て
2011 年の選挙の結果，実妹のインラック（Yingluck）が首相となりタクシン路線を再始動させている。
これに反発した反タクシン派によるデモが激化し，紆余曲折の結果，2014 年にプラユット陸軍司令官
によるクーデターをもって，2017 年現在，軍事政権が政権を担っている。 
以上，タイの近現代の政治史を概観したが，開発主義と経済成長の観点からみるタイの特徴は，他
の東南アジア同様，軍や官僚エリートによる上からの民主化，開発が行われてきたことである。また，
植民地化を避けられたことにより，ベトナムや中国の共産党のように反帝国主義や独立闘争をもって
開発独裁を正当化する仕組みは必要ないのである。また，国民統合の象徴である国王の存在と王室の
連続性への国民の信頼と安心感からか，頻繁なクーデターによる政権交代にもかかわらず，発展途上
国では珍しく政経分離がある程度受け入れられており，政変が多い割には経済成長が安定している。
そして，最も特徴的なことは，タイ政治・社会を貫くタイの国是（ラークタイ）である国王，国民，
宗教を一方では支えながら，他方ではそれらの安定装置を利用しながら開発主義を掲げた政権が続い
てきたことである。サリットやタノームの開発独裁全盛期を経て，調整型のプレーム，直裁型のタク
シンと開発主義の様相は変化，いわゆる正統派の開発主義体制はサリット・タノーム期である。 
 
3.2. キャッチアップとリバースエンジニアリング 
3.2.1. 日本の場合 
工業化の発展パターンとしては，軽工業から重化学工業へと移行することがあげられる。大川が分
析した通り，日本には第一次（軽工業）輸入代替時期があったことがわかる39。19 世紀後半は，綿布
を輸入し国内市場へ供給するもので，インドや中国などの他のアジア地域と同じ貿易・産業環境であ
 東南アジアにおける後発工業国の発展パターンに関する一考察 81 
 
る。しかし，日本は，綿紡績を 1902 年までに自前で行えるようになり，1919 年頃までには綿布の国
内生産も行うことができるようになったのである。日本は，綿布の国内供給を自国企業で対応できる
ようになると，今度は綿布輸出の第一次（軽工業）輸出（代替）が 1910 年頃から本格化する。それに
並行して，重化学工業の分野では軽工業に続き機械類の第二次輸入代替を強いられるが，軽工業製品
の輸出によって得た資本や技術によって，紡織機械の自国生産を 1930 年代に完了させることができる
ようになった。また，一般的な機械についても 1910 年代頃から徐々に自国生産が順次行われ，1960
年代には自国で生産することに成功している。 
その結果，第二次（重化学工業）輸出（代替）が 1950 年代に開始され，70 年代半ばには製造装置・
機械の完全国内生産が完了し，競争力を持つに至っている。つまり，日本の軽工業は，はじめに江戸
時代から全国的に生産されていた生糸の生産を大規模化させ輸出することで原資を得て，次に紡績と
綿布製造の生産機械を欧米から輸入し，安く豊富な労働力を投入し綿布生産を国内で立ち上げ，国内
需要に対応し綿布の輸入を減らしたのである。労働力を駆使して綿布を輸出産業の花形とするが，紡
績・紡織機械については，もっぱら輸入に頼っていたのである。 
一般機械については，1930 年代では一部外資合弁企業による製造，戦後は外国メーカーからのライ
センス購入が主流であったが，徐々に技術力をつけて，それら生産機械を自国生産することに成功し
た。まだまだ廉価で豊富な労働力を活用し，軽工業である綿布生産とともに重化学工業である生産機
械も輸入代替化に成功している。日本は，自国での資本・生産財生産の輸入代替を完成させ，工業化
の段階を輸出（代替）へと切り替えることに成功したのである。それを支えたのが，積極的な技術導
入である。機械を輸入し，解体して構造を理解し再組み立て・修理ができるようになるとともに，そ
の機械を自国で生産することに成功し，かつ，機械の改良も加えたのである40。つまり，リバースエ
ンジニアリングを行ったのである。 
一方，これらの工業化戦略には，海外市場の存在が必要であり，欧米への輸出に依存すると同時に，
日本は中国などのアジアの経済支配および軍事的支配に傾いていったという経緯もある。日本の工業
化にとっては，輸出産業を育成し，輸入代替をもって自国で必要な製品と生産設備を生産することが
できたことが，先進工業国への分かれ道であったことがわかる。 
戦後は，革新官僚的発想により，50 年代までは活発な産業政策や傾斜配分が行われている。市場メ
カニズムを尊重した政策の多くは成功したが，その他は頓挫したものも多いのが事実である。ただし，
70 年代以降はさしたるものは無いのではないかと考えられる41。 
3.2.2. 韓国の場合 
韓国42の産業政策は，前述の朴政権での開発独裁体制を中心に，政治・経済の包括的な政府の関与
（選択的産業政策），高い制度能力，官僚への政治介入の遮断に成功，政府・民間の連携，アメリカの
支援と同市場への輸出という特徴を持っている。韓国は，朝鮮戦争停戦の 1953 年当時，基本的には農
業国であったが，アメリカからの支援を通して産業化を開始している。朴政権初期の 61 年～72 年は
工業品の輸出振興期として捉えられ，62 年からの第 1 次，及び第 2 次経済開発 5 カ年計画をもって工
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業化へと本格的に着手することになる。64 年頃には，輸入代替から輸出志向へ移行の試みが実施され
る。特に，62 年に創設された経済企画院に予算と権限を集中させ，上からの強力な工業化を推進する
ことになる。朴政権は，73 年～79 年に前述の重化学工業化を推し進める。その後の変遷としては，産
業構造調整期（80～87 年の全政権），自由化・規制緩和（88～93 年の盧政権），構造調整・国際通貨基
金（IMF：International Monetary Fund）コンディショナリー（93～98 年の金政権），そして財閥集中経
済が進み，2000 年以降対外進出が加速することになる。 
ここでは，工業化の礎となった 60 年代から 20 年間の朴政権における工業化の例として，自動車産
業の育成をみる。基本的なアプローチは，日本が行った産業育成に似ている。まずは，自国の自動車
産業を保護し（自動車工業保護法），完成車の輸入を禁止し（62 年），日本とは違いさらに強力な指導
力を発揮して，資源と市場の重点配分を行うために国産化乗用車 2 社・商用車 1 社体制を推し進める
（日本では企業の絞り込みまではできなかった）。そして，国産車生産企業の目処が立った段階で，全
車種生産の自由化と全車種輸入自由化（89 年）へと徐々に市場開放を行い，自国での自動車産業の育
成を成功に導いている。韓国において，重工業化政策の担い手となったのは財閥である。 
朴政権は，限られた人的資本的市場的資源を最大限に活用すべく産業界への介入を行い，韓国産業
界もそれを受け入れ，結果として日本よりもはるかに短期間での工業化に成功している。特に，経済
企画院に代表される大統領に直結した形での優秀なエリート官僚・テクノクラートへの権限集中によ
り，効率的・合理的に政策が企画・実行されたのである。また，大統領独裁の開発体制のため官僚や
工業化計画への政治家などからの圧力を排除できた点も指摘されている43。韓国は，外国技術導入と
リバースエンジニアリングに成功している。また，外国資本は受け入れるが，工業化主体としての民
族資本財閥がキャッチアップを短期間に行えたことが，韓国の特徴である。ところが，民族財閥を中
心に行われた製造業のほとんどは外国資本を受け入れており，平均的には外資が 6～7 割の出資率であ
ったとされる44。 
一方，「組立加工型工業化仮説」45にあるように、韓国では組立加工を中心に工業化が行われた点に，
日本の部品産業から組立産業までのフルセット型工業化との違いが見られ，韓国の工業化は付加価値
が低く裾野産業がないものではないかとの懸念がある。また，80 年代から普及したNC マシンにより
工業化パターンが変わり，部品産業によって築かれた熟練技術がなくても工業化へのキャッチアップ
ができるようになっている。そのため，技術力が低いままで工業化が進むとの懸念が指摘されており，
今日の東南アジア後発工業国での中所得国の罠に関する指摘と酷似した現象が見られる。 
3.2.3. タイの場合 
タイ46の工業化戦略は，韓国ほど明確かつ強力になされたわけではない。しかし，韓国に先駆けて，
サリット政権は 1959 年に首相府管轄の NESDB（開発計画の立案と調整）47，首相府予算局（予算配
分），大蔵省財政経済局（歳入の見通しと財政政策），中央銀行（金融・為替と財政の補填政策）の 4
機関を「4 者体制」48として国家指導の工業化の司令塔を確立している。 
政府の関与は，基本的に市場重視型で個別産業や企業への支援はあまり行わない中立型産業政策
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（自動車、東部臨海工業地域等）であると認識されている。60 年代はベトナム特需に支えられるとと
もに，産業の保護（土地，製糖，農村開発）も同時に行う傾向が強く，また，欧米日への対外政策は
外国からの資本と技術，輸出先としての海外市場提供の観点から最重要誘致先と認識され，初期から
BOI（投資委員会）を中心に外国企業の誘致に取り組んでいる。 
タイの工業化政策は，他の東南アジア同様，輸入代替工業化（60 年～70 年）に続く国内市場の拡
大と輸入代替産業の成長（71 年～76 年）を経るが，ベトナム特需の終焉と低成長経済（77 年～83 年）
の到来により，輸出加工企業としての外国企業の積極的な誘致（投資奨励法 60 年）を中心に輸出産業
奨励と外国投資導入（83 年～）を産業・工業化政策の基本に置くことになる。その後のアジア経済危
機（97 年）を経て，外部経済依存の度合いがさらに高くなっている。 
ここでは，自動車産業振興政策事例を分析する。韓国と同様に，基本的には自国での自動車産業育
成のために部品低関税政策（62 年～69 年）を行い，自動車産業開発委員会（69 年）を設置し，完成
乗用車の輸入を原則禁止し（78 年），45％国産部品化を企業に強制し，国内強制調達品目政策を推し
進めている。例えば，国産エンジン使用義務（86 年），自動車関連の新設工場禁止（89 年）を進め，
自動車部品・完成車製造産業の育成をなし，中古車輸入禁止（90 年）により自国にある自動車企業の
保護を行ったのである。その後，国産化の目処が立った段階で，工場建設自由化（94 年），部品国産
化規定廃止（2000 年）と保護から自由化へと舵をきり，250 万台（その内、100 万台輸出）生産体制
（13 年）へと移行することに成功している。 
このようにして，タイは自国での自動車部品・完成車製造企業の育成に成功している。ただし，韓
国との相違点は，韓国の自動車製造企業が全て韓国企業であったのに対し，タイの自動車製造企業は
日本をはじめ全てが外資企業である点である。タイは，自国の自動車産業を育成するにあたって，技
術も資本も，そして市場も，工業化主体である企業自体も外国企業に依存している。タイでは，関税
政策等により，部品のローカルコンテンツ率をあげることに成功したが，基幹部品の多くをタイで操
業する外国企業が供給している。 
タイは，安い労働力を活用して縫製産業などの軽工業に取り組むことで，外国企業からの委託加
工・調達工場が輸出に貢献し，国内の雇用創出と自国企業育成に寄与している。しかし，重化学工業
化の過程では，外国企業それ自体をタイに誘致する工業化を行ったのである。そのため，現実的には
技術移転が少なく，リバースエンジニアリングの必要性も少なく，生産機械や資本財は多くを輸入し，
タイ人労働者によって組立加工を中心とした工業化が進むことになったのである49。つまり，タイは
自動車の国産化に成功し，完成車の輸入代替に成功した一方で，自国の自動車メーカーはなく全てが
日本を中心とした外国企業による生産となり，自国企業による国産化は為し得なかったのである。 
 
4. グローバル経済下での工業化の特徴と推進主体 
4.1. 開発主義 
これまで考察してきたように，開発主義は基本的に後発工業国であった 3 カ国に共通に存在したこ
84 中西 宏太・税所 哲郎 
 
とが認められた一方，違いも多分に見られている。日本は，殖産興業のスローガンのもと，明治初期
においては，江戸時代から蓄えられた地方の人材と資本に外国技術を中央もしくは外国から取り入れ
ることで工業化が始まっている。開発主義的な国家中央による政策はその後行われるが，基本的には
民間部門主導で工業化が行われている。本格的な中央統制は，第二次大戦前・中に確立した戦時体制
の国家独占体制が，戦後の経済政策へとつながっていった点に開発主義との共通点が見られる。ただ
し，戦前のそれは軍国主義であり，戦後については民主資本主義下での産業・金融政策となったので，
アジアで見られたような個人開発独裁などとは一線を画している。 
一方，韓国では，特に 70 年代からの朴政権で，開発主義を強烈なイデオロギーとして国家全体で
経済開発を推し進めた点で代表的な開発独裁である。これは日本からの独立と朝鮮戦争という国難の
中，経済ナショナリズムは強烈であり，民族資本への国家の支援と指導が強力な形で行われている。
つまり，統制的な国家経済計画が実行され，外国からの資本と技術は積極的に受け入れるが，工業化
主体は財閥を中心とした民族資本によって行われたのである。 
他方，タイでは，韓国ほど強烈で明確な開発独裁は成立しなかったが，政府・指導者の正当性を証
明するための経済発展は最重要課題であり，開発主義政権はサリットを代表に活発化している。また，
韓国とは違い自らが戦争をするのではなく，ベトナム戦争にかかるアメリカからの支援をうまく受け
ながら，反共の開発主義をイデオロギーとして掲げている。さらに，民族資本による工業化を諦め，
外国企業による開発と工業化を受け入れる東南アジアの後発工業国特有の開発主義である。このよう
に，3 カ国の後発工業国としての開発主義は必然性があったが，その内容については濃淡が見られる。 
 
4.2. 工業化の推進主体 
日本は, リバースエンジニアリングにおいて前述の通り成功し，先進工業国への道を進んでいる。
また，韓国も財閥を中心に取り組んで成功している。一方，タイでは，工業化の推進主体の多くが外
国企業であり，技術は常に外国から持ち込まれるため，現地でのリバースエンジニアリングの需要は
少なく，研究調査を含め自国技術の蓄積が低い構造がある。 
工業化主体の多様性については，グローバル経済への関与が各国で時代ごとに違ったことが推測さ
れる。基本的には，日本の工業化主体は民族資本であり，技術は外国から取り寄せるか，もしくは学
ぶことが主流であるが，資本については戦争による賠償金や借款なども含み，旺盛な自国資本で賄う
ことが多い。また，日本は自動車の国内生産では，官民をあげて国産化に取り組み，外国メーカーを
排除し，リバースエンジニアリングを通して，自国メーカーによる自動車国産に成功し，輸出産業に
まで育て上げることができた点においては，輸入代替から輸出代替への転換に成功したと言える。そ
れと同時に，資本財である生産機械についても自国生産による輸出を行えるようになっている。日本
は, 1985 年のプラザ合意後の円高への対応として，生産拠点を海外に展開し，事業のグローバル化を
するとともに，自らが外資企業として途上国の工業化を推進することになる。 
ところで，韓国は，強烈なナショナリズムの中，工業化主体の企業は民族資本が中心であったが，
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図 1. 世界の輸出額の推移 
出所：UNCTADstatより作成。 
（単位：兆ドル） 
技術と資本については外国から積極的に取り入れており，その中心的役割を国家と財閥が担っている。
タイでは，工業化主体の企業も技術も資本も外国に依存している。国営・民族資本・外資企業の鼎構
造を末廣は指摘しているが，日本や韓国に比べれば明らかに外資企業のプレゼンスと工業化における
役割が大きいことがわかる。また，輸入代替から輸出志向への移行も，自動車の例で明らかなように
輸入代替には成功し，自動車の輸出を行うまでになっているが，その生産主体は全て日本企業を中心
とした外国企業である。言い換えれば，自国企業による輸入代替は為すことができず，外資企業中心
による輸出志向型工業化戦略へと進んでいったのである。 
 
4.3. 国際間の貿易・投資の急増と自由化 
これら 3 カ国の工業化のメカニズムと工業化主体の違いについて，何が最もインパクトを与えたの
だろうか。本論文では，それをグローバル
経済だと検討を進めてきた。 
図 1 に示すように，近年，世界の貿易増
加が著しいことがわかる。世界の輸出額は、
1970 年のから 2015 年には、16.5 兆ドルと
264 倍へと急増している。1970 年代までは
ほとんど変化がなく，75 年から 2000 年ま
でに増加ペースの角度が変わり，2000 年代
の増加がさらに鋭角に伸びている。 
一方，図 2 に示すように，外国直接投資
の伸びも同じ傾向を示している。世界の受
け入れストック（残高）を見ると 1980 年か
ら2015年の35年間で約35倍になっている。
輸出額と同様に，2000 年くらいまで緩やか
な伸びで 2000 年代に急増している。 
このように, 近年の国際間の貿易と直接
投資額の増加は著しく，有史以来のもので
ある。1950 年代と 2000 年代では，貿易も
投資も基本的な環境が異次元で，近年の後発各国の工業化は大きな影響を受けているわけである。 
また，量的な増加に加え，もう一つのグローバル経済のインパクトとして，世界の貿易・投資ルー
ルの変更という質的変化がある。世界は，第二次世界大戦後の秩序をブレトン=ウッズ体制で定めた
が，71 年のニクソンショックののち，85 年のプラザ合意，97 年のタイのバーツ暴落に始まるアジア
経済危機，2008 年のリーマンショックなど，いくつもの危機と体制の変化を目撃したが, その中でも
特にこの 50 年での変化として大きなものが貿易を巡るルール作りである。95 年に世界貿易機関
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図 2. 世界の外国直接投資受入（ストック）の推移 
出所：UNCTADstatより作成。 
（単位：兆ドル） 
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（WTO：World Trade Organization）設立によって貿易ルールの世界標準化が進み、各国の政策も WTO
ルールに厳密に拘束されるようになったのである。例えば，日本や韓国が 50 年から 80 年代に行って
きた部品のローカルコンテンツ率の強制や内資・外資の差別，輸出企業への補助金などは今日の WTO
ルールでは違反となる。また，数多くの自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement）による関税撤廃
がトレンドであり，自由貿易こそが世界経済発展の礎であるという新古典派経済学的考えのもと，国
際貿易の自由化が加速されている。外国投資についても，同様のことが起こっており，海外直接投資
の自由化，つまり，外国企業が投資できない領域がどんどん狭まり，後発工業国では自国の幼稚産業
の保護がますます困難になってきたことがこの 30 年の出来事である。 
そして，タイのキャッチアップの開始時期は，まさに新自由主義が世界のスタンダードになりつつ
あった 80 年代に始まる。貿易と投資の自由化が求められ，以前のような国家による自国企業の保護は
世界経済秩序に対する挑戦と受け止められるようになったのである。同時に WTO やその他の国際
法・取り決めによる厳密な知的財産権保護は、後発国タイによる先進技術の安易な「借用」を困難に
し、それは結果的に先進技術の外資企業占有を強化する形となり、日本や韓国などの先発国が行った
様な自国企業育成政策を困難にしている。一方，タイは，自動車産業についは、輸入パーツを組み立
てるだけのノックダウン生産ではなく、ある程度の自国生産による部品産業を擁した生産活動を行い
年間 200 万台以上の自動車生産を行うまでに発展した。ただし、自動車生産国の仲間入りには成功す
るが，これらは進出外資企業による生産であり，タイの工業化は自由貿易の潮流に規定されてきたと
言える。そのため，国家による産業政策や金融政策は，日本や韓国とは違い，逆に 90年代初めにASEAN
自由貿易地域（AFTA：ASEAN Free Trade Area）を推し進め，少しでも確立した工業の市場を近隣諸
国に求めるべく，関税の撤廃を他国に要求する立場になる50。 
最後に，日本と韓国，タイの経済指標を比較し，3 カ国の特徴を示す51。2015 年の国内総生産（GDP：
Gross Domestic Product）では，日本約 4.4 兆ドル，韓国 1.4 兆ドル，タイ 4,000 億ドルである。また，
一人当たりGDP は，日本 3.4 万ドル，韓国 2.7 万ドル，タイ 6 千ドルである。貿易輸出額では，日本
6,247 億ドル，韓国 5,267 億ドル，タイ 2,143 億ドルである。過去の変化としては，1960 年から 2015
年の 55 年間で，GDP は日本 100 倍，韓国 345 倍，タイ 133 倍になっている。一人当たりの GDP は，
1960 から 1980 年の 20 年間で日本 20 倍、韓国 10 倍、タイ 7 倍であったのに対し，1980 から 2015 年
の 35 年間で 3.6 倍，16 倍，8.5 倍の増加と工業化の恩恵を受けている。特筆点は，貿易と投資額の増
加率である。輸出額では，1950 年から 1980 年の 30 年間で，日本 158 倍，韓国 761 倍，タイ 21 倍の
増加で，続く 1980 年から 2010 年の 30 年間で日本 4.7 倍，韓国 30 倍，タイ 32 倍と増加している。 
最後に，後発工業国における貿易と投資の外部依存では, まず，直近に工業化を進めたタイの 2015
年の貿易額（輸出）の対 GDP 比率は 53％で，韓国 38％，日本 14％の順に低くなる。なお，1960 年
から比較では，日本の対GDP 輸出額比が 9％で，韓国とタイはほとんど貿易がなく 0％に近かった状
態から，工業化が始まるにつれ輸出額が増加し，2000 年代からは 50％に増加し推移している。 
そして，外国投資の受け入れは後発になればなるほど，さらに顕著である。GDP が日本の 3 割しか
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ないにもかかわらず，2015 年現在の韓国の外国直接投資の受け入れ残額は，日本とほぼ同じ 1,700 億
ドルであり，経済規模が日本の 1 割もないタイが，日本以上の 1,830 億ドルの外国直接投資額を受け
入れている。このコントラストは歴然としており，日本は外国直接投資をほとんど受けずに工業化を
図り，韓国はある程度の外国直接投資を受け入れて工業化を達成したが，タイは外国直接投資を中心
に工業化が行われている。タイは GDP 比 45%にあたる外国直接投資残高があるが，韓国は 13％、日
本の 4%弱に比べてはるかに外資比率が高いことがわかる。 
後発工業国は，貿易と投資の自由化が発達した時代に工業化へ着手した途上国であるが，グローバ
ル経済と敵対して成長できる余地がないことは明らかである。タイが 70 年代に輸入代替工業化を諦め，
80 年代には外国投資優遇策強化や工業団地などのインフラ整備を進め本格的に輸出志向型工業化を
推進し，外資企業を誘致し外資企業に工業化の中核を担ってもらう政策を選択したことは，当然の結
果である。このように，世界貿易・投資の自由化に対応し，工業化のタイミングが時代を下れば，明
らかに対外依存度が高くなっていることがデータからもわかる。 
以上，後発工業国を取り巻く環境とその工業化の特徴について先行研究とデータを分析した結果，
「アジアの工業化は，後発であること，時代が下れば下るほどグローバル経済の影響を強く受けてい
ること，キャッチアッップ型で工業化の期間が圧縮されていること，イデオロギーとしての開発主義
が原動力になっている」特徴を認識することができる。 
 
5. おわりに 
本論文では，東南アジアの後発国であるタイの工業化の特徴とパターンを，かつて後発工業国であ
った日本と韓国との比較の中での分析を試みている。特に，キャッチアップ型の工業化，アジア後発
工業国の必然とも言える開発主義，貿易と投資の自由化が進むグローバル経済の中での工業化，そし
て，工業化を推進する主体に着目した特徴を導き出している。 
第一の特徴は，工業化推進の主体についての違いである。そもそも後発国が技術を外国から学ぶ点
とその市場を海外に求める点は共通であるが，日本は自国企業が自国資本で発展し，韓国は自国企業
が外国資本で発展し，タイは外国企業が外国資本でタイの工業化の中核を担っている。また，この違
いは，初期条件など様々な理由が考えられるが，貿易と投資の自由化が急速に進んだ 80 年代以降に工
業化を本格始動させたタイでは，政府による自国企業育成の選択肢は極めて困難であり，外国企業に
よる工業化の始動がもっとも実現可能性が高かったと考えられる。工業化のタイミングの時代が下れ
ば下るほど，国家主導・政策によるキャッチアップ型工業化戦略が困難になり，外国資本と外国資本
企業を活用した工業化になっていることが観察されている。 
第二の特徴は，輸入代替での特に資本・生産財のリバースエンジニアリングの有無である。3 カ国
の後発工業国は，その時代その時代で，雁行型工業化によるキャッチアップを行っており，基本的に
輸入代替工業化政策から輸出志向型工業化戦略への切り替えを行っていることが観察されている。た
だし，必ずしも，生産財などの輸入代替の成功の後に輸出代替となったのではなく，輸入代替が難し
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いため外資企業を利用した輸出志向へ転換したのがタイの工業化戦略の現実である。韓国においても，
若干そういった面が見られたが，タイのケースで明らかな通り後発であればあるほど，産業全体の輸
入代替化政策の実行が困難になり，輸入代替経済を完成させずに，早期に輸出代替ではない輸出志向
型経済へと移行していることが発見されている。 
第三の特徴は，開発主義は後発工業国にとって最も容易にかつ効果的に受け入れられるイデオロギ
ーであって，そのイデオロギーに支えられた開発独裁体制もまた，後発工業国にとっては一般的な形
であることが確認できたことである。しかし，開発独裁は，経済ナショナリズムと近い場合や政治的
なナショナリズムに近い場合など，各国の歴史や政治社会によっての違いと濃淡がある。 
以上，本論文では，既存研究で示されてきた後発工業国の工業化が，実は各国のキャッチアップの
時期とタイミング，そして主にグローバル経済による外部インパクトと工業化主体によって各国で異
なった工業化パターンを導いている点を示した。 
さて，今後の課題として，特にグローバル経済の影響についての本論文の考察と推測が，東南アジ
アの他の後発工業国にも一般化できるのかを検証するために，東南アジア後発工業国数カ国による比
較研究が求められることである。2 番目の課題として，3 カ国比較で得られた工業化の軌跡と特徴，特
にリバースエンジニアリングの有無と自国・外国企業主体の工業化が，目下の後発工業国が直面して
いる「中所得の罠」への対策としてどのような示唆を与えるのかを検証する必要がある。最後に，工
業化のパターンが先発工業国と違う場合，後発工業国では、政治や社会の領域にも差異を導くのか，
分配による社会正義や福祉国家への道にも影響があるのかなどの分析と検証が期待される。 
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注 
                                                        
1 富永健一（1990）。 
2 リバースエンジニアリング（Reverse engineering）とは，自らが製品の分解などを行い，製品構造を分析し，動作原理や設計図
を導き出し，自ら再生産・改良することができることである。特に，資本財•生産財でのリバースエンジニアリングは重要である。 
3 アレクサンダー・ガーシェンクロン（1962）。 
4 サン・シモン主義（Le siècle du Saint-Simonisme）は，産業化によって個人や社会を豊かにし，人びとの福祉を向上させること
をめざしたユートピア社会主義，あるいは空想的社会主義と言われる。 
5 末廣昭（2000），p.112。 
6 ベネディクト・アンダーソンは『想像の共同体』（1997）で，独立前にインドネシアやフィリピン人エリートが取り組んだ国語の創
造や上からの近代国民国家建設運動を分析している。 
7 藤原帰一「ナショナリズム・冷戦・開発」（1998），『20世紀システム 4 開発主義』 
8 末廣昭は，開発主義の特徴として，開発の単位と目標が個人・家族・企業などではなく国家や民族におかれている点，行政
機構だけでなく軍を含めた国家が広範に経済・社会運営に介入する点，民族統一や国家の威信といった非経済目標が経済
成長という経済目標と分かち難く結びついている点も指摘している。 
9 アレクサンダー・ガーシェンクロン（1962）。 
10 アレクサンダー・ガーシェンクロン（1962），p.5。 
11 アレクサンダー・ガーシェンクロン（1962），p.6。 
12 アレクサンダー・ガーシェンクロン（1962），p.4。 
13 末廣昭は，ガーシェンクロンが示す相対的後発性の優位を，(1)後進国が利用できる「技術のバックロッグ」が大きいほど，遅
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れて工業化を開始する国にとっては有望である。(2)後発国は，工業化を始めた時に，その時にもっとも近代的で効率の高い
技術を選択する傾向がある。(3）後進国の工業化は，大規模生産と革命的な発展をともなうと 3点にまとめている。 
14 大川一司・小浜裕久（1993），p.13。 
15 南亮進（2002），p.165。 
16 このことについては，本論文の 3.2.1で記載している。 
17 末廣昭（2000），pp.49-56。 
18 プロダクトライフサイクル（Product Life Cycle）とは，製品が市場に投入されてから、次第に売れなくなり姿を消すまでのプロセ
スのことである。 
19 末廣昭（2000），p.43の「輸入⇨国内生産⇨輸出⇨逆輸入」にいたる貿易・生産サイクルを参考にしている。 
20 末廣昭（2000），世界銀行（1994），藤森英男編（1990），大川一司・小浜裕久（1993）など 
21 清水一史（1998）。 
22 金泳鎬（1988）。 
23 金泳鎬（1988），p.5 
24 金泳鎬（1988），p.18  
25 末廣昭は，タイを例にして，工業化を支える担い手としてのように，国営・公営企業と外国籍企業、地場系財閥の 3 者による
「鼎構造」の存在を示した。（p.167） 
26 富永健一（1990）。 
27 大野健一（2005）。 
28 中村尚史（1998）「後発国工業化と中央・地方 明治日本の経験」『20世紀システム 4 開発主義』。 
29 大江志乃夫他編（1993）『近代日本と植民地 植民地と産業化』参照。 
30 野口悠紀雄（1995）。 
31 大江志乃夫他編（1993）。 
32 「企業群が規模を急速に拡大するのは朴正煕による軍事クーデター後に追求された経済成長の過程，ことに 1973年からの
重化学工業化政策の開始以降であるというのが一般的見解である。」服部，p.187。 
33 「政府の企業に対する指導性が相対的に弱くなったのは 1986年からの経常収支黒字化を契機とする自由化の推進と，1990
年代に置ける金泳三大統領就任後の「世界化政策」の開始以降である。」服部，p.179。 
34 この節は主に、柿崎一郎（2007），（2016），末廣昭（1993），（2000），（2009），村嶋英治（1996）を参照した。  
35 インド洋岸一部領域をビルマに割譲し（1793年），支配領域であったメコン川左岸のラオス（1893年）とカンボジア（1867年，
1907年）をフランスの保護国として失い，マレー半島にある最南部領域をイギリスに割譲（1909年）するなど大きく支配領域を
喪失している。 
36 1855年にイギリスと締結を強いられたバウリング条約は，いわゆる不平等条約であり，イギリスの治外法権，全ての港での交
易権，バンコクでの居住権，船幅税の撤廃と 3％関税の導入を柱としたもので，撤廃には 1927年まで 70年以上の時間を要し
ている。これにより，王室は経営基盤であった貿易独占権を失い，他の収入源を確立する必要に迫られている。 
37 末廣昭（1993）。 
38 柿崎一郎（2007）。 
39 このことについては，本論文の 2.2.2で考察している。 
40 服部民夫（2005），p.91，「一号機輸入、二号機国産」のスローガン。 
41 橘川武郎（1998）「経済開発政策と企業 戦後日本の経験」『20世紀システム 4 開発主義』。 
42 本節は主に，服部民夫（2005），藤森英男編（1990），渡辺利夫・金昌男（1996）を参考にした。 
43 渡辺利夫・金昌男（1996）。 
44 服部民夫（2005），pp.178-181。 
45 服部民夫（2005），p.85。 
46 本節は，主に末廣昭・東茂樹編（2000），末廣昭（2002），藤森英男編（1990）を参考にした。 
47 NESDB（National Economic and Social Development Board）とは，タイ国家経済社会開発委員会のことである。 
48 末廣昭・東茂樹編（2000），p.33。 
49 本論文では，中所得の罠については述べないが，苅込俊二（2017）が外資企業による工業化の課題として中所得国の R&D
予算の少なさを分析している。 
50 タイは，アジア経済危機後にピックアップトラック生産の地域ハブとして，生産・輸出基地として発展する。 
51 IMFおよび UNCTADの各国GDP，外国直接投資，貿易額統計による。 
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